
第６８号議案 

   芦屋市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の制定について 

 芦屋市一般職の任期付職員の採用等に関する条例を別紙のように定める。 

   令和４年１１月２９日提出 

                        芦屋市長 伊 藤  舞    

提案理由 

 地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律に基づき、一般職の職員の

任期を定めた採用及び任期を定めて採用された職員の給与の特例に関し必要な事項を

定めるため、この条例を制定しようとするもの。 
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芦屋市条例第  号 

   芦屋市一般職の任期付職員の採用等に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成

１４年法律第４８号）第３条第１項及び第２項並びに第７条第１項、地方公務員法

（昭和２５年法律第２６１号）第２４条第５項並びに地方公営企業法（昭和２７年

法律第２９２号）第３８条第４項の規定に基づき、職員の任期を定めた採用（芦屋

市病院事業の一般職の任期付職員の採用に関する条例（平成２６年芦屋市条例第１

０号。以下「病院事業任期付職員条例」という。）の規定による採用を除く。）及び

任期を定めて採用された職員（病院事業任期付職員条例の規定により採用された職

員を除く。）の給与の特例に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （職員の任期を定めた採用） 

第２条 任命権者は、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をその者が

有する当該高度の専門的な知識経験又は優れた識見を一定の期間活用して遂行す

ることが特に必要とされる業務に従事させる場合には、職員を選考により任期を定

めて採用することができる。 

２ 任命権者は、前項の規定によるほか、専門的な知識経験を有する者を当該専門的

な知識経験が必要とされる業務に従事させる場合において、次の各号のいずれかに

該当するときであって、当該者を当該業務に期間を限って従事させることが公務の

能率的運営を確保するために必要であるときは、職員を選考により任期を定めて採

用することができる。 

 (1) 当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、当該専

門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認められる職員を

確保することが一定の期間困難である場合 

 (2) 当該専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであることその他当該

専門的な知識経験の性質上、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に当該者

が有する当該専門的な知識経験を有効に活用することができる期間が一定の期間

に限られる場合 

 (3) 当該専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務に従事させる必要が

あるため、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と
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認められる職員を確保することが一定の期間困難である場合 

 (4) 当該業務が公務外における実務の経験を通じて得られる最新の専門的な知識経

験を必要とするものであることにより、当該業務に当該者が有する当該専門的な

知識経験を有効に活用することができる期間が一定の期間に限られる場合 

 （任期の更新） 

第３条 任命権者は、前条の規定により任期を定めて採用された職員の任期が５年に

満たない場合にあっては、採用した日から５年を超えない範囲内において、その任

期を更新することができる。この場合において、任命権者は、あらかじめ当該職員

の同意を得なければならない。 

 （特定任期付職員の給与の特例） 

第４条 第２条第１項の規定により任期を定めて採用された職員（地方公営企業法第

２条第１項第１号に規定する水道事業に従事する職員（以下「水道企業職員」とい

う。）を除く。以下「特定任期付職員」という。）には、次の給料表を適用する。 

号 給 給料月額 

 円 

１号給 ３７６，０００ 

２号給 ４２２，０００ 

３号給 ４７２，０００ 

４号給 ５３３，０００ 

５号給 ６０８，０００ 

６号給 ７１０，０００ 

７号給 ８３０，０００ 

２ 任命権者は、特定任期付職員の号給を、特定任期付職員が従事する業務に応じて

規則で定める基準に従い決定する。 

３ 任命権者は、特定任期付職員のうち、特に顕著な業績を挙げたと認められる職員

には、規則の定めるところにより、その給料月額に相当する額を特定任期付職員業

績手当として支給することができる。 

４ 第２項の規定による号給の決定及び前項の規定による特定任期付職員業績手当の

支給は、予算の範囲内で行わなければならない。 

 （給与条例の適用除外等） 

第５条 芦屋市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年芦屋市条例第１１号。

以下「給与条例」という。）第３条から第９条まで、第１１条、第１２条、第１３条

の４、第１６条、第１７条第２項、第１８条、第１９条の２、第１９条の３及び第
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２２条の４の規定は、特定任期付職員には、適用しない。 

２ 給与条例第２条第１項、第２０条の２第１項及び第２項並びに第２２条第２項及

び第５項の規定の適用については、同条例第２条第１項中「及び勤勉手当」とある

のは「，勤勉手当及び芦屋市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（以下「任

期付職員条例」という。）第４条第３項の特定任期付職員業績手当」と、給与条例第

２０条の２第１項中「職員（以下「管理職員」という。）」とあるのは「職員（以下

「管理職員」という。）又は任期付職員条例第４条第１項の特定任期付職員」と、給

与条例第２０条の２第２項中「管理職員」とあるのは「管理職員又は任期付職員条

例第４条第１項の特定任期付職員」と、給与条例第２２条第２項中「１００分の１

２０」とあるのは「１００分の１２０（特定任期付職員にあっては，１００分の１

６５）」と、同条第５項中「各給料表の」とあるのは「各給料表（任期付職員条例第

４条第１項の給料表を含む。以下この項において同じ。）の」とする。 

 （特定任期付水道企業職員の給与の種類及び基準の特例） 

第６条 管理者は、第２条第１項の規定により任期を定めて採用された水道企業職員

（以下「特定任期付水道企業職員」という。）のうち特に顕著な業績を挙げたと認め

られるものには、特定任期付水道企業職員業績手当を支給することができる。 

 （水道企業職員給与条例の適用除外等） 

第７条 芦屋市水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３４年芦屋市

条例第１６号。以下「水道企業職員給与条例」という。）第３条の２、第４条、第５

条の２、第７条、第８条第２項及び第１０条の２の規定は、特定任期付水道企業職

員には適用しない。 

２ 水道企業職員給与条例第２条第３項及び第９条の２の規定の適用については、同

条例第２条第３項中「及び退職手当」とあるのは「，退職手当及び芦屋市一般職の

任期付職員の採用等に関する条例（以下「任期付職員条例」という。）第６条に規定

する特定任期付水道企業職員業績手当」と、水道企業職員給与条例第９条の２中「管

理者が指定する職を占める職員」とあるのは、「管理者が指定する職を占める職員

（管理又は監督の地位にある職員以外の特定任期付水道企業職員（任期付職員条例

第６条に規定する特定任期付水道企業職員をいう。）を含む。）」とする。 

 （補則） 

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則

で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （芦屋市職員定数条例の一部改正） 

２ 芦屋市職員定数条例（昭和２５年芦屋市条例第３０号）の一部を次のように改正

する。 

  次の表中下線の表示部分（以下「改正前の欄にあっては「改正前部分」と、改正

（後の欄にあっては「改正後部分」という。）について、改正前部分を改正後部分に改    

める。  

改正後 改正前 

（職員の定義） 

第１条 この条例において「職員」とは，次

の各号に該当し，常時勤務する者（市長，

副市長，教育長，病院事業管理者及び固

定資産評価員並びに期間を定めて雇用さ

れる者（芦屋市一般職の任期付職員の採

用等に関する条例（令和４年芦屋市条例

第 号）第２条並びに芦屋市病院事業の

一般職の任期付職員の採用に関する条例

（平成２６年芦屋市条例第１０号）第２

条及び第３条の規定により採用された職

員を除く。）を除く。）をいう。 

(1)～(5)  （略） 

２ （略） 

（職員の定義） 

第１条 この条例において「職員」とは，次

の各号に該当し，常時勤務する者（市長，

副市長，教育長，病院事業管理者及び固

定資産評価員並びに期間を定めて雇用さ

れる者（芦屋市病院事業の一般職の任期

付職員の採用に関する条例（平成２６年

芦屋市条例第１０号）第２条及び第３条

の規定により採用された職員を除く。）

を除く。）をいう。 

(1)～(5)  （略） 

２ （略） 
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 参 照 １ 

   芦屋市一般職の任期付職員の採用等に関する条例制定要綱 

１ 制定の趣旨 

  地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律に基づき、一般職の職員

の任期を定めた採用及び任期を定めて採用された職員の給与の特例に関し必要な

事項を定めるため、この条例を制定しようとするもの。 

  ただし、芦屋市病院事業の一般職の任期付職員の採用に関する条例の規定による

採用及び同条例により採用された職員については、本条例の適用外とする。 

２ 制定の内容 

 (1) 職員の任期を定めた採用（第２条関係） 

   任命権者は、次の場合に職員を任期を定めて採用することができる。 

  ア 高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をその者が有する当該高 

度の専門的な知識経験又は優れた識見を一定の期間活用して遂行することが特 

に必要とされる業務に従事させる場合 

  イ 専門的な知識経験を有する者を当該専門的な知識経験が必要とされる業務に

従事させる場合において、次のいずれかに該当するときであって、その者を当

該業務に期間を限って従事させることが公務の能率的運営を確保するために必

要であるとき 

   (ｱ) 当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、当

該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認めら

れる職員を確保することが一定の期間困難である場合 

   (ｲ) 当該専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであることその他

当該専門的な知識経験の性質上、当該専門的な知識経験が必要とされる業務

にその者が有する当該専門的な知識経験を有効に活用することができる期

間が一定の期間に限られる場合 

   (ｳ) 当該専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務に従事させる必

要があるため、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に従事させること

が適任と認められる職員を確保することが一定の期間困難である場合 
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   (ｴ) 当該業務が公務外における実務の経験を通じて得られる最新の専門的な知

識経験を必要とするものであることにより、当該業務にその者が有する当該

専門的な知識経験を有効に活用することができる期間が一定の期間に限ら

れる場合 

 (2) 任期の更新（第３条関係） 

   任命権者は、(1)の規定により任期を定めて採用された職員の任期が５年に満

たない場合にあっては、採用した日から５年を超えない範囲内において、その任

期を更新することができる。この場合において、任命権者は、あらかじめ当該職

員の同意を得なければならない。 

 (3) 特定任期付職員（（1)アにより任期を定めて採用された職員（水道企業職員を除

く。））の給与の特例（第４条関係） 

  ア 給料表 

    特定任期付職員には、次の給料表を適用する。 

号 給 給料月額 

 円 

１号給 ３７６，０００ 

２号給 ４２２，０００ 

３号給 ４７２，０００ 

４号給 ５３３，０００ 

５号給 ６０８，０００ 

６号給 ７１０，０００ 

７号給 ８３０，０００ 

  イ 号給の決定 

    任命権者は、特定任期付職員の号給を、その者が従事する業務に応じて規則

で定める基準に従い決定する。 

  ウ 特定任期付職員業績手当 

    任命権者は、特定任期付職員のうち、特に顕著な業績を挙げたと認められる

職員には、規則の定めるところにより、予算の範囲内でその給料月額に相当す

る額を特定任期付職員業績手当として支給することができる。 
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 (4) 芦屋市一般職の職員の給与に関する条例の適用除外等（第５条関係） 

  ア 特定任期付職員には、芦屋市一般職の職員の給与に関する条例の次の規定は

適用しない。 

  イ 特定任期付職員に支給する期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の１

６５を乗じて得た額に、基準日以前６月以内の期間におけるその者の在籍期間

の区分に応じた割合を乗じて得た額とする。 

 (5) 特定任期付水道企業職員（(1)アにより任期を定めて採用された水道企業職員） 

の給与の種類及び基準の特例（第６条関係） 

管理者は、特定任期付水道企業職員のうち、特に顕著な業績を挙げたと認めら

れるものには、特定任期付水道企業職員業績手当を支給することができる。 

(6) 芦屋市水道企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の適用除外等 

（第７条関係） 

 特定任期付水道企業職員には、芦屋市水道企業職員の給与の種類及び基準を定

める条例の次の規定は適用しない。 

３ 施行期日等 

(1)  令和５年４月１日 

(2)  芦屋市職員定数条例の一部改正 

２(1)によって採用された職員を定数対象職員とするよう規定を整備する。 

給料表、初任給、昇格、降格、異動、昇給、管理職手当、扶養手当、住

居手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、教職調整額、

義務教育等教員特別手当、勤勉手当 

管理職手当、扶養手当、住居手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、 

勤勉手当 
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 参 照 ２ 

   地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律抜粋 

（職員の任期を定めた採用） 

第３条 任命権者は、高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者をその者が

有する当該高度の専門的な知識経験又は優れた識見を一定の期間活用して遂行する

ことが特に必要とされる業務に従事させる場合には、条例で定めるところにより、

職員を選考により任期を定めて採用することができる。 

２ 任命権者は、前項の規定によるほか、専門的な知識経験を有する者を当該専門的

な知識経験が必要とされる業務に従事させる場合において、次の各号に掲げる場合

のいずれかに該当するときであって、当該者を当該業務に期間を限って従事させる

ことが公務の能率的運営を確保するために必要であるときは、条例で定めるところ

により、職員を選考により任期を定めて採用することができる。 

(1)  当該専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、当該専

門的な知識経験が必要とされる業務に従事させることが適任と認められる職員

を部内で確保することが一定の期間困難である場合 

(2)  当該専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであることその他当

該専門的な知識経験の性質上、当該専門的な知識経験が必要とされる業務に当該

者が有する当該専門的な知識経験を有効に活用することができる期間が一定の

期間に限られる場合 

(3) 前２号に掲げる場合に準ずる場合として条例で定める場合 

（第３項省略） 

第７条 任命権者は、条例で定めるところにより、第３条第１項の規定により任期を

定めて採用された職員（次条において「特定任期付職員」という。）又は第３条第２

項の規定により任期を定めて採用された職員（次条において「一般任期付職員」と

いう。）の任期が５年に満たない場合にあっては、採用した日から５年を超えない範

囲内において、その任期を更新することができる。 

（第２項から第４項まで省略） 
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   地方公務員法抜粋 

（給与、勤務時間その他の勤務条件の根本基準） 

第２４条 （第１項省略） 

（第２項から第４項まで省略） 

５ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は、条例で定める。 

   地方公営企業法抜粋 

（この法律の適用を受ける企業の範囲） 

第２条 この法律は、地方公共団体の経営する企業のうち次に掲げる事業（これらに

附帯する事業を含む。以下「地方公営企業」という。）に適用する。 

(1)  水道事業（簡易水道事業を除く。） 

（第２号から第７号まで省略） 

（第２項及び第３項省略） 

（給与） 

第３８条 （第１項省略） 

（第２項及び第３項省略） 

４ 企業職員の給与の種類及び基準は、条例で定める。 
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第６８号議案説明資料 

   芦屋市一般職の任期付職員の採用等に関する条例施行規則（未定稿） 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、芦屋市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（令和４年芦

屋市条例第  号。以下「条例」という。）の施行に関して必要な事項を定めるもの

とする。 

 （任期を定めた採用の公正の確保） 

第２条 任命権者は、条例第２条各項の規定に基づき、選考により、任期を定めて職

員を採用する場合には、性別その他選考される者の属性を基準とすることなく、及

び情実人事を求める圧力又は働きかけその他の不当な影響を受けることなく、選考

される者について従事させようとする業務に必要とされる専門的な知識経験又は

優れた識見の有無をその者の資格、経歴、実務の経験等に基づき経歴評定その他客

観的な判定方法により公正に検証しなければならないものとする。 

 （辞令の交付） 

第３条 任命権者は、次に掲げる場合には、職員にその旨を明示した辞令を交付する

ものとする。 

 (1) 任期付職員を採用した場合 

 (2) 任期付職員の任期を更新した場合 

 (3) 任期の満了により任期付職員が当然に退職した場合 

 （特定任期付職員の号給の決定） 

第４条 条例第４条第２項に規定する規則で定める基準は、次の各号に定めるとおり

とする。 

 (1) 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して業務に従事する

場合 １号給 

 (2) 高度の専門的な知識経験を有する者がその知職経験を活用して困難な業務に従

事する場合 ２号給 

 (3) 高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な業務

に従事する場合 ３号給 

 (4) 特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な

業務に従事する場合 ４号給 
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 (5) 特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な

業務で重要なものに従事する場合 ５号給 

 (6) 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者がその知識経験等を

活用して特に困難な業務で重要なものに従事する場合 ６号給 

 (7) 極めて高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者がその知識経験等を

活用して特に困難な業務で特に重要なものに従事する場合 ７号給 

 （特定任期付職員業績手当） 

第５条 条例第４条第３項の特に顕著な業績を挙げたか否かの判断は、同条第２項の

号給決定時に期待された業績に照らして行うものとする。 

第６条 特定任期付職員業績手当は、１２月１日（以下「基準日」という。）に在職す

る特定任期付職員のうち、特定任期付職員として採用された日から当該基準日まで

の間（特定任期付職員業績手当の支給を受けたことのある者にあっては、支給を受

けた直近の当該手当に係る基準日の翌日から直近の基準日までの間）にその者の特

定任期付職員としての業務に関し特に顕著な業績を挙げたと認められる特定任期

付職員に対し、当該基準日の属する月の芦屋市一般職の職員の給与に関する条例施

行規則（昭和３３年芦屋市規則第５号。以下「給与規則」という。）第２０条第１項

に規定する期末手当の支給日に支給することができるものとする。 

 （第２条第２項任期付職員の級別資格基準表の適用方法） 

第７条 条例第２条第２項の規定により任期を定めて採用された職員（地方公営企業

法（昭和２７年法律第２９２号）第２条第１項第１号に規定する水道事業に従事す

る職員を除く。以下「第２条第２項任期付職員」という。）であって、その者が有す

る専門的な知識経験、従事する業務等に照らして、任命権者が行う試験の結果によ

り採用された者に相当すると認められるものについては、給与規則第４条第１項各

号に規定する級別資格基準表（以下「級別資格基準表」という。）に対応する区分を

適用することができるものとする。 

２ 第２条第２項任期付職員となった者の給料月額に対して給与規則第５条第１項か

ら第４項までの規定を適用する場合において、他の職員との均衡上必要があると認

められるときは、級別資格基準表の必要経験年数の８割以上１０割未満の年数をも

って同表の必要経験年数とすることができる。 

 （第２条第２項任期付職員の給料月額の決定等の特例） 

第８条 新たに第２条第２項任期付職員を採用しようとする場合において前条各項の

規定によるときはその採用が著しく困難になると認められるときは，これらの規定

にかかわらず、その者の給料月額及びこれに係る次期昇給予定の時期は、採用の日
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の前日から、級別資格基準表を適用する場合における当該職員の経験年数に相当す

る期間を遡った日に採用され、引き続き在職したものとみなして、当該遡った日に

おいて、給与規則別表第９に定める初任給基準表を適用して得られる初任給を基礎

とし、かつ、他の職員との均衡を考慮して昇格、昇給等の規定を適用した場合に当

該採用の日に受けることとなる給料月額及びこれに係る次期昇給予定の時期の範

囲内で決定することができる。 

 （補則） 

第９条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関し必要な事項は、任命権

者が別に定める。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 
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